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外務省 0610010

「職業能力開発校設備整
備費等補助金」とＯＤＡ関
連予算の再編統合・交付
金化

独立行政法人国際
協力機構法（平成
十四年十二月六日
法律百三十六号）

ＪＩＣＡ草の根技術協力制度（日本ＮＧＯ、地方自治
体等が開発途上国の地域住民を対象とした技術
協力を行う際にＪＩＣＡとして一定の支援を行う制
度）

Ｃ

地方自治体等が主体となり、開発途上国の経済社
会発展を目的として研修員受入等を実施する場合
には草の根技術協力制度に申請することが可能で
ある。

ＪＩＣＡ草の根技術協力
制度の予算は政府開
発援助独立行政法人
国際協力機構運営費
交付金（渡し切りの交
付金）の一部である。

平成１８年度国
際協力機構（調
整中）

ＪＩＣＡ草の根技術協力
制度の予算は政府開
発援助独立行政法人
国際協力機構運営費
交付金（渡し切りの交
付金）の一部である。

平成１８年度国
際協力機構
１５７，５００，００
０

1074 10742020 北海道
北海道旭川
市、三井物産
株式会社

国際交流拠点形成プ
ロジェクト

厚生労働省
外務省

外務省 0610020
ＯＤＡ関連予算及びＩＴ国
際政策系予算による、海
外遠隔地診療の支援

外務省設置法第４
条第２６号
独立行政法人国際
協力機構法（平成
十四年十二月六日
法律百三十六号）

ＪＩＣＡ草の根技術協力制度（日本ＮＧＯ等が開発途
上国の地域住民を対象とした技術協力を行う際に
ＪＩＣＡとして一定の支援を行う制度）
日本ＮＧＯ支援無償資金協力（日本のＮＧＯが開
発途上国で実施する経済・社会開発等に対し政府
として一定の支援を行う制度）

Ｄ

公益法人等が申請できる公募スキームとしては、Ｊ
ＩＣＡ草の根技術協力制度、日本ＮＧＯ支援無償資
金協力がある。
ＪＩＣＡ草の根技術協力制度については、ＮＧＯ等の
非営利団体　（特定非営利活動法人を含む）、　大
学、公益法人（公益社団法人、公益財団法人）、地
方自治体等が申請することができ、　開発途上国
の地域住民を対象とした協力活動を対象としてい
る。
日本ＮＧＯ支援無償については、ＮＰＯ法人、公益
法人（公益社団法人、公益財団法人）で、国際協
力　活動の実施が団体の主要な目的となっている
団体を対象としており、対象事業は開発途上国で
実施する経済・社会開発等の事業とする。

ＪＩＣＡ草の根技術協力
制度の予算は政府開
発援助独立行政法人
国際協力機構運営費
交付金（渡し切りの交
付金）の一部である。
日本ＮＧＯ支援無償資
金協力については、
（項）経済協力費、（目）
政府開発援助経済開
発等援助費、（目細）そ
の他に含まれる。

平成１８年度日
本ＮＧＯ支援無
償　２，９００，０
００
平成１８年度国
際協力機構（調
整中）

ＪＩＣＡ草の根技術協力
制度の予算は政府開
発援助独立行政法人
国際協力機構運営費
交付金（渡し切りの交
付金）の一部である。
日本ＮＧＯ支援無償資
金協力については、
（項）経済協力費、（目）
政府開発援助経済開
発等援助費、（目細）そ
の他に含まれる。

平成１８年度日
本ＮＧＯ支援無
償
２，８５０，０００
平成１８年度国
際協力機構
１５７，５００，００
０

1074 10742030 北海道
北海道旭川
市、三井物産
株式会社

国際交流拠点形成プ
ロジェクト

外務省


